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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期

第３四半期
連結累計期間

第88期
第３四半期
連結累計期間

第87期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （百万円） 12,108 12,874 16,309

経常利益 （百万円） 460 549 543

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 312 368 351

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △379 913 199

純資産額 （百万円） 7,253 8,679 7,819

総資産額 （百万円） 16,604 18,430 16,896

１株当たり四半期(当期)純利益

金額
（円） 285.27 339.46 319.81

潜在株式調整後1株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 281.21 334.15 315.25

自己資本比率 （％） 38.0 41.3 40.1

 

回次
第87期

第３四半期
連結会計期間

第88期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 156.37 165.52

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額および潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善傾向が持続し雇用環境が堅調に推移する

も、個人消費は可処分所得の伸び悩みや消費性向の低下が持続しており、地政学リスクも含め先行き不透明な状況

が続いております。

中国では、政府の抑制策により経済は緩やかに減速するなかで、雇用・所得環境が改善してきており、個人消

費が景気を下支えしております。

このような状況の中、当社グループにおきましては、「包装を通じて社会に奉仕します」の社是に則り、当社

グループ一体でお客様の環境に則した事業活動を推進するとともに、「優秀な製品」「確実な納品」「適正な価

格」の造り込みを進めてまいりました。

　その結果、売上高は12,874百万円(対前年同期比6.3％増)、営業利益は542百万円(対前年同期比17.5％増)、経

常利益は549百万円(対前年同期比19.3％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は368百万円(対前年同期比

17.8％増)となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①　日本

　当社および国内連結子会社においては、企業収益の改善傾向が持続し雇用環境が堅調に推移するも、個人消

費は可処分所得の伸び悩みや消費性向の低下が持続している中、お客様の環境に則した事業活動を推進すると

ともに、品質の向上、設備資源の最大活用も含めた生産の効率化とコスト削減も継続的に進めてまいりまし

た。

　その結果、売上高は10,095百万円(対前年同期比4.2％増)となり、セグメント利益は 517百万円(対前年同期

比7.4％増)となりました。

　②　中国

　当社グループにおいては、受注競争が激化し原材料価格が上昇する中、固定費の低減に努めてまいりまし

た。その結果、セグメント間の売上高を含め売上高は 3,421百万円(対前年同期比12.5％増)となり、セグメン

ト利益は151百万円(対前年同期比38.7％増)となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

会社の支配に関する基本方針

 ①　基本方針の内容

上場会社である当社の株式は、株主、投資家のみなさまによる自由な取引が認められており、当社の株式に

対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最

終的には株主のみなさまの自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、近年わが国の資本市場においては、大規模買付提案またはこれに類似する行為を強行する動

きが顕在化しております。これらの大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株主のみなさまに株式

の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれをもたらす

ものも少なくありません。

株主総会での議決権の行使等により会社を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさま

ざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値ひいて

は株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、会

社を支配する者として不適切であると考えます。
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 ②　基本方針の実現に資する取組み

当社では、中期的な経営改善の推進とコーポレート・ガバナンスの強化の両面から、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益の向上に取り組んでおります。

社内管理体制においても、コンプライアンス委員会、内部監査室を設置し、内部統制機能・監査機能を強化

するとともに、経営の意思決定の迅速化と監督機能の強化ならびに業務執行の明確化を目的として執行役員制

度を導入しております。

 ③　不適切な支配の防止のための取組み

会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配され

ることを防止するための取組みとして、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」を導入しております。

当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主のみなさまが適切な判断をす

るために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行われること

が、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等

に関する一定のルールを設定することとし、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって大規

模買付行為がなされた場合の対抗措置を含めた買収防衛策としております。

 ④　不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

当社では、以下の諸点を考慮することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであ

り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものとはならないと考えております。

イ　買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向上の

ための買収防衛策に関する指針の定める三原則」を充足しております。また、平成20年６月30日に経済産業

省企業価値研究会から発表された「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえた

ものとなっております。

ロ　株主共同の利益を損なうものではないこと

当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付に応じるべきか否かを株主のみなさまが判断し、ある

いは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、または株主のみなさまのために買

付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向

上させるという目的をもって導入したものです。

買収防衛策の継続は、株主のみなさまのご意思によっては廃止も可能であることから、株主共同の利益を

損なわないことを担保していると考えられます。

ハ　株主意思を反映するものであること

有効期間の満了前であっても、株主総会において廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止

されることになり、株主のみなさまのご意向が反映されます。

ニ　独立性の高い社外者の判断の重視

対抗措置の発動は、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の

勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するよう、透明な運

用を担保するための手続きも確保されております。

ホ　デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが可能です。

従って、デッドハンド型買収防衛策ではありません。

また、当社は取締役の任期を１年と定めているため、スローハンド型買収防衛策でもありません。

　なお、取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をしておりませ

ん。

 

 

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、112百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

（注）　平成29年６月29日開催の第87回定時株主総会決議において、株式併合に関する議案が承認可決されておりま

す。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数は54,000,000株減

少し、6,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,776,820 1,776,820
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 1,776,820 1,776,820 － －

（注）１．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は15,991,383株減少し、1,776,820株となっております。

　　　２．平成29年６月29日開催の第87回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更

となっております。

３．「提出日現在発行数」欄には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日(注) △15,991 1,777 － 2,151 － 381

（注）　平成29年６月29日開催の第87回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合

で株式併合を行っております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　7,046,000
－ －

（相互保有株式）

普通株式　　 11,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,644,000 10,644 －

単元未満株式 普通株式    67,203 － －

発行済株式総数 17,768,203 － －

総株主の議決権 － 10,644 －

　（注）１．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

式総数は15,991,383株減少し、1,776,820株となっております。

　　　２．平成29年６月29日開催の第87回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更

となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

古林紙工株式会社

大阪市中央区大手

通３－１－12
7,046,000 － 7,046,000 39.66

（相互保有株式）

金剛運送株式会社

横浜市戸塚区上矢

部町2040－３
11,000 － 11,000 0.06

計 － 7,057,000 － 7,057,000 39.72

　（注）　平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、上記所有株式数につい

ては、当該株式併合前の所有株式数を記載しております。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動
 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
副社長執行役員
営業本部長兼デ
ザイン企画部長

取締役

副社長執行役員
営業本部長兼開発
本部長兼ＭＤ部長
兼設計計画部長

古林　雅敬 平成29年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ネクサス監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,322 1,573

受取手形及び売掛金 4,512 ※ 4,938

商品及び製品 654 638

仕掛品 280 309

原材料及び貯蔵品 257 257

その他 165 199

貸倒引当金 △12 △12

流動資産合計 7,178 7,902

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 1,816 1,639

土地 1,689 1,689

その他（純額） 1,227 1,408

有形固定資産合計 4,732 4,736

無形固定資産 82 77

投資その他の資産   

投資有価証券 4,445 5,239

退職給付に係る資産 109 123

その他 348 352

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 4,900 5,712

固定資産合計 9,714 10,526

繰延資産   

社債発行費 5 3

繰延資産合計 5 3

資産合計 16,896 18,430
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,401 ※ 3,814

短期借入金 1,090 1,240

1年内返済予定の長期借入金 720 651

未払法人税等 74 115

賞与引当金 128 41

その他 979 1,152

流動負債合計 6,392 7,014

固定負債   

社債 600 600

長期借入金 1,316 1,218

退職給付に係る負債 102 108

資産除去債務 3 3

その他 664 809

固定負債合計 2,686 2,737

負債合計 9,078 9,751

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,151 2,151

資本剰余金 1,383 1,383

利益剰余金 1,794 2,108

自己株式 △967 △967

株主資本合計 4,361 4,674

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,836 2,383

為替換算調整勘定 402 427

退職給付に係る調整累計額 178 130

その他の包括利益累計額合計 2,416 2,939

新株予約権 32 33

非支配株主持分 1,010 1,032

純資産合計 7,819 8,679

負債純資産合計 16,896 18,430
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 12,108 12,874

売上原価 9,958 10,653

売上総利益 2,150 2,220

販売費及び一般管理費 1,688 1,678

営業利益 461 542

営業外収益   

受取利息 7 10

受取配当金 61 68

その他 47 38

営業外収益合計 115 116

営業外費用   

支払利息 28 21

その他 88 88

営業外費用合計 116 109

経常利益 460 549

特別利益   

新株予約権戻入益 0 －

特別利益合計 0 －

税金等調整前四半期純利益 460 549

法人税等 157 172

四半期純利益 304 377

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△8 10

親会社株主に帰属する四半期純利益 312 368
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 304 377

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △55 546

為替換算調整勘定 △583 38

退職給付に係る調整額 △45 △48

その他の包括利益合計 △683 536

四半期包括利益 △379 913

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △173 891

非支配株主に係る四半期包括利益 △206 22
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円 37百万円

支払手形 － 69

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自平成28年４月１日
至平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年12月31日）

減価償却費 496百万円 408百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 27 2.50 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月11日

取締役会
普通株式 27 2.50 平成28年９月30日 平成28年12月20日 利益剰余金

 

(2）株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 27 2.50 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月９日

取締役会
普通株式 27 2.50 平成29年９月30日 平成29年12月19日 利益剰余金

（注）　１株当たり配当額については、基準日が平成29年９月30日であるため、平成29年10月１日付の株式併合は加味

しておりません。

 

(2）株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 日本 中国 合計

売上高    

(1）外部顧客への売上高 9,690 2,418 12,108

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 624 624

計 9,690 3,042 12,732

セグメント利益 481 109 591

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 591

セグメント間取引消去 1

その他の調整額 △130

四半期連結損益計算書の営業利益 461

　（注）　その他の調整額は主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 日本 中国 合計

売上高    

(1）外部顧客への売上高 10,095 2,778 12,874

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 642 642

計 10,095 3,421 13,516

セグメント利益 517 151 668

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 668

セグメント間取引消去 1

その他の調整額 △127

四半期連結損益計算書の営業利益 542

　（注）　その他の調整額は主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 285円27銭 339円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
312 368

普通株主に帰属しない金額（百万円） 4 4

（うち従業員奨励及び福利基金への振替額

（百万円））
(4) (4)

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
308 364

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,081 1,072

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 281円21銭 334円15銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
─ ─

普通株式増加数（千株） 16 17

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

─ ─

（注）　当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　　 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成29年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（1）中間配当による配当金の総額……………………27百万円

（2）１株当たりの金額…………………………………２円50銭

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月19日

　（注）１．平成29年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。

　　　　２．「１株当たりの金額」については、基準日が平成29年９月30日であるため、平成29年10月１日付の株式併

合前の金額を記載しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月７日

古林紙工株式会社

取締役会　御中

 

ネクサス監査法人

 
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 原田　充啓　　㊞

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 髙谷　和光　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている古林紙工株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古林紙工株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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